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Summary
　This paper discusses some education and research systems of several Japanese universities 
which succeeded in promotion to start-up venture businesses. Focusing on the relation 
between education and research system and the development of capacity of promoting 
venture business in those universities, this paper tried to compare three universities with 
three Japanese businesses to reduce any common features which make both venture business 
and human talent outsourcing business successful in management and industrial technology 
development. Education system and research system certainly co-work to develop human 
talent by motivating students and employees economically and inducing them to career-up 
orientation, but resource restriction in universities may frequently require to re-build those 
systems according to their foundation ideals, responsibility for society where they are located, 
and other factors change over time.
はじめに
　日本の大学・大学院がどのように大学発ベンチャー事業を立ち上げているのか，最近とみに
関心が高まっている。また，成功事例はある特定の大学に偏って報告されることから，その大
学における研究・教育体制にも注目が集まっている。事業を構想する能力は，どのような研究・
教育の体系から開発されるのか，カリキュラム編成や教育の理念とともに関心がもたれる。
　さて，本稿の第 1の目的は，日本有数の大学・大学院における研究・教育の体制と，その体
制からどのようにベンチャー事業が立ち上げられているのか，を考察することにある。各大学・
大学院における研究・教育と事業創造との関連を，いくつかの事例を取り上げ，その特徴を見
出すことが狙いである。研究・教育には，大学創設の理念や社会的な要請のみならず，それを
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実現するために，カリキュラム編成などシステムの具体化が求められる。大学の理念や地域社
会の要請を実現するために，完備した研究・教育体制が用意されたならば，そうした要請を具
体化する手段の 1つとして，大学発のベンチャー事業が構想されるだろう。その場合，そのよ
うな研究・教育の体制は，ベンチャー事業のセットアップの方法や組織構成および運営に有利
に働くと予想される。
　そして，地域社会の要請はさまざまである。医学・生物系や物理系など自然科学分野におい
ては，特許取得や製品開発につながる科学技術の発展が期待され，そこに社会の注目が集まっ
ている。その技術が先端科学に位置するならば，その成果は難病の治療など臨床分野において
福音となるであろうし，新薬の開発などは大きな経済効果をもたらすと予想されるからである。
しかし，こうした先端科学研究では膨大な研究・開発予算を必要とするであろうし，投資に対
するパフォーマンス，すなわち投資の効率性も考慮されるべきであろう。少ない投資と高い投
資効率を実現しうる投資とはどんなものかも併せて考えてみたい。
　本稿の第 2の目的は，人材派遣会社の教育プログラムを取り上げ，大学・大学院のそれと比
較考察することである。社会の要請に応えながら収益を生み出し続ける人材派遣会社にとって，
派遣人材の教育は会社存続の要といえるであろう。どのような教育プログラムがそれを可能に
するのか，を考えてみたい。現実には，人材派遣会社の違法行為
1)
がしばしば摘発されているが，
その場合，司法による制裁があり，また社会的に企業淘汰の力が働くので，長期の存続は難し
い。長期に存続する，成功している企業の専門特化と教育プログラムは，地域社会の振興と大
学発ベンチャーに対し，格好の事例を提供すると思われるからである。
事例 1：国立大学法人北陸先端科学技術大学院大学
　国立大学法人北陸先端科学技術大学院大学（JAIST；Japan Advanced Institute of Science and 
Technology，以下 JAIST と呼ぶ）は 1990 年 10 月に石川県能美市に創設された大学院大学である。
その設立構想は，1987 年 5 月に文部省（当時）に先端科学技術大学院構想に関する調査研究協
力者会議が設置されたことに始まる。翌 88 年 4 月，東京工業大学に先端科学技術大学院創設
準備室が設けられた。現在，同大学は情報科学研究科，マテリアルサイエンス研究科，そして
知識科学研究科の 3学科を有している。
　設立構想には森喜朗元総理大臣や北陸地方の財界人が参加しており，地域振興の役割が期待
されている。学生募集では出身学部・学科を問わず，面接試験を主体に選抜を行うなど，従来
の日本の大学院選抜試験で重視されていた学部と大学院での専攻分野における連続性や，筆記
試験中心の学力検査とは異なった考え方で学生選抜が行われている。大学学部在籍 3年以上の
学生や社会人・留学生を広く募集するのは，昨今の日本における大学院学生募集と同じである
が，外国人留学生は学生総数 835 人（2009 年 4 月 1 日現在）のうち 170 人で全体の約 20％を占め，
中国をはじめ，ベトナム，タイ，マレーシアなど東南アジア出身者が多いのが目につく。また，
日本の大学院教育においては研究室毎の指導がその中心であったが，JAIST では体系的なカリ
キュラムとコースワークを中心に据え，学生は複数の教員から指導を受ける体制が取られてい
る。その目標は「世界に通用する科学者と技術者の養成」である。
　情報科学研究科は JAIST の開学と同時に設置された。日常生活のあらゆる分野を支える情報
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技術を「緻密かつ体系的」に教育するカリキュラムをベースに，その先端研究分野においても，
問題を発見し，解決する能力を開発することを教育の目標としている。研究教育の内容は①理
論情報科学②人間情報処理③人工知能④計算機システム・ネットワーク，そして⑤ソフトウェ
ア科学から構成されている。これらの 5領域をカバーする同研究科は，情報科学分野における
国内最大級の教育・研究拠点であると自負されている。
　材料科学研究科が 1991 年 4 月に設置され，2006 年 4 月に現在のマテリアルサイエンス研究
科に名称変更された。その理由は，従来の材料科学という概念を超え，物理，化学，生物，計
算科学の諸分野を融合し，基礎から応用までを包括的に教育・研究するという理念の深化にあ
る。具体的には，これら諸分野を横断するプロジェクト型の共同研究方式から産官学連携の研
究へと発展させる組織化が意識的に行われている。分子・原子の微小スケールにおける物質と
その操作技術を研究の中心テーマに置き，①物理学からは物性解析とデバイス，②化学からは
物質デザインと創出，③生物学ではバイオ機能と組織化が，それぞれ研究領域として設けられ
ている。教育では，このナノマテリアル研究をリードできる人材の養成を目標に，文部科学省
の「大学院教育改革支援プログラム」を活用して，研究を通じた人材教育に取り組んでいる。
カリキュラムの特徴は，博士前期過程では，導入講義から最先端の研究を紹介する講義まで階
層的に編成していることにある。この研究科においても複数教員による研究指導が行われるな
ど，教育面での充実が図られている。また，講義のみならず，装置操作や文章表現などのスキ
ル教育にあわせ，MOT・科学技術戦略のマネジメント教育も行われているという。知識の拡充
と技術習得とともに，技術経営を戦略として対象化している点に注目したい。
　同研究科は「ナノと融合」をキーワードに掲げている。生物体と物体を微小スケールで融合
する領域からは，新薬の開発や生体・臓器の修復など医療分野のみならず，新素材の開発は，
衣類など日用品から航空機にまで及ぶ広範な領域での製品開発につながると期待される。この
ように JAIST ではナノレベルの物質に物理・化学からアプローチするために，最新の分析機器
や測定機器を導入している。マテリアルサイエンス系では，例えば，分子量分析装置や走査型
電子顕微鏡などの実験機器が，情報系では高速・大容量ファイルサーバや超並列計算サーバな
ど高性能コンピュータが用意され，実験結果の解析やネットワークを通じた情報交換を容易に
している。このような多額の設備投資は，2011 年 3 月末現在で 33 億円のファンドを有する「財
団法人北陸先端科学技術大学大学院支援財団」や地域・全国からの助成により賄われている。
　知識科学研究科は 1996 年 5 月に設置された。従来日本の大学における学部教育では，基礎
教育を自然科学，人文科学，社会科学の 3 分野に分けていたが，同研究科ではこれを再編し，
3 分野を横断する「知識の創造・蓄積・活用のメカニズム」を探求することが目的に掲げられ
ている。自然，社会，組織，個人を知的営みの対象とする知識社会において，どのように知識
は創造されるのかを研究・教育し，その社会での問題発見と解決を担う人材を養成することが
目標とされている。
　情報科学とマテリアルサイエンスの 2つの研究科は，それぞれ情報とマテリアルに研究対象
が絞られているが，その成果を含めこれらを知識として，社会との関わりにおいて研究するの
が知識科学研究科といえよう。同研究科はこの点から見れば既存の大学・大学院における経済，
経営など社会科学系に近い。次にそのカリキュラム編成を少し詳しく見ることにしよう。
－ 31 －
大学発ベンチャー事業立ち上げと人材派遣会社の教育プログラムに関する考察（今野）
　同研究科のコアカリキュラムは概論系と方法論系とに 2分される。前者では物理科学，認知
科学，イノベーションなどの概論が，後者ではシステム科学，知識処理，社会科学などの方法
が体系の中心に置かれている。自然科学，情報科学，社会科学の 3分野を横断する知識を情報
系システムとしてとらえ，その分析方法と相即的に対象化されている。研究対象と方法とは不
可分であるとの認識からであろう。既存の大学・大学院のカリキュラムでは，例えば，経済学
においては，マクロ経済学とミクロ経済学とが分析の体系として用意されており，その習得が
予め求められる。しかし，同研究科のカリキュラムでは，これら既存の方法論を無条件に前提
するのではなく，分析対象に相応した方法を選択するため，研究者と学生双方に方法に対する
考察が求められる。獲得した知識をそのまま伝えるのではなく，情報として圧縮し，構造化し，
体系化する，知識の科学的処理を履修者に意識させるカリキュラムといえるであろう。
　講義は導入講義，基幹講義，専門講義に 3分される。2011 年度の導入講義には「統計学」，「論
理学」，統計解析とシミュレーションを内容とする「数理アプローチ」，コンピュータプログラ
ミングを実習する「基礎プログラミング」などに並んで，公共政策など経済学分野の「政策学
入門」と「経営学入門」が配置されている。そこでは，財務諸表分析，経営戦略，マーケティ
ングなどが取り上げられ，対象となる企業経営の基本概念と分析方法が詰め込まれている。企
業情報は財務諸表に現れた情報がメインであり，その分析を通じて経営戦略を策定するという
企業経営の考え方が簡潔に表現されている。概論と方法論を基礎に，実践性が意識されている。
導入講義に続く基幹講義では，経営学系の「イノベーション概論」や「社会科学方法論」が配
置され，そのほかは，システム科学，物理化学，認知科学やモデリング，プログラミングなど，
既存の大学・大学院とは異なる情報系の科目が多く並んでいるのが目を引く。専門講義では「知
識経営論」や「知識創発論」において，データ，情報の獲得から知識の創生と活用に至る過程
が取り上げられ，先端講義においては，次世代の技術経営と知識システムが講義の対象として
設定される。
　経営学は情報科学の 1分野となり，企業経営の事例研究は，財務諸表など企業情報の分析と
比較による，数量的な方法が志向されている。経営学系の講義科目配置が，導入段階から先端
講義まで，情報と技術を対象とし，創発を目指して管理される体系に構成されている点に注目
したい。また，技術経営に焦点を当てた集中講義では，研究開発が経済的価値を生み出すイノ
ベーションをいかに創出できるかをテーマに，研究開発や知的財産のマネジメントに関する講
義が設けられている。ここでもイノベーションは，システム科学の接近方法を用いた技術の管
理を基礎に議論されている。
　さて，JAIST では大学発ベンチャー事業の立ち上げに，どのような支援体制が組まれている
のであろうか。3 研究科と並んで JAIST には 10 個の研究センターがあるが，その１つである
地域・イノベーション研究センターは，地域再生人材創出拠点の形成を支援するため，①人材
育成教育プログラムの開発，②地域活性化やイノベーションに関する国内外の連携プロジェク
ト推進，の 2つを目標に掲げている。具体的には，地域社会において伝承されてきた伝統工芸
品や特産品に組み込まれた技術体系である「ローカルな知」の体系とその生産・流通を支える
社会的組織であるソーシャル・キャピタルを，持続的に変革していくソーシャルイノベーショ
ンが課題となる。そのためには，地域の知と人材の掘り起こしを目的とした社会活動および
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「ローカルな知」とソーシャル・キャピタルを革新するための技術経営やナレッジマネジメン
トなどの方法とを結合し，地域社会に根付かせることが必要であるという。社会科学系の先端
的研究を地域社会の再生に応用するための実践的なモデルといえよう。それでは，その成果は
どうであろうか。
　2009 年 3 月現在，修士課程修了者は 3 研究科全体で 4059 人，博士学位取得者は同じく 589
人である。残念ながら JAIST のホームページには大学発ベンチャー事業の成功事例やその件数
について記載はないが，08 年 3 月の博士前期課程修了者は 3 研究科平均で 76％が民間企業に
就職をし，同じく 11％が進学している。知識科学研究科ではその他に分類される 20％が，また，
情報科学研究科の 11％，マテリアルサイエンス研究科の 5％が，それぞれベンチャー事業の創
出に係っているのかもしれない。
事例 2：慶應義塾大学湘南藤沢校
　1990 年，慶應義塾大学の湘南藤沢キャンパス（SFC）に総合政策学部，環境情報学部が開設
された。2001 年には看護医療学部が開設され，現在 3 学部がある。大学院は政策・メディア
研究科と健康マネジメント研究科の 2 研究科で構成されている。SFC は，「時代の変化に即応
した新しいコンセプトに基づく研究・教育の場を創造する」ことを目標に創設された。91 年
には総合政策研究所など 3研究所を設置したが，2002 年に組織改編が行われ，現在，これら 3
学部と政策・メディア研究科の付属研究所として SFC 研究所
2)
が活動している。
　SFC は脱工業化社会，情報化社会の構築という 80 年代の社会的要請に応えるように創設さ
れた。その特徴は，脳科学と情報科学を基礎に身体科学や環境科学などへ広がる知識空間に，
生物学や情報学のテクノロジーを駆使して，従来の学問体系を組み替える新たな変革を生み出
そうという試みであるともいえよう。その活動の成果は様々であるが，地域社会の再構築とい
う実践活動に組織構成の特徴が端的に現れていると思われる。
　SFC 研究所では，企業や政府機関などと共同で研究プロジェクトを組織化する SFC 研究コン
ソーシアムを設けている。その内容は，例えば「高度情報インフラストラクチャの構築」や「知
の共有化プロジェクト」のように，情報通信技術の高度化を取り込んだ社会基盤の整備などが
ある。また，それぞれの研究者が関心を持っている研究分野を横断し，より広い領域で融合的
な先端研究を行うためにラボラトリ制度を設けている。例えば「キャリア・リソース・ラボ」
や「システムバイオロジー・ラボ」などがそうである。これらのラボラトリにおいては，情報
化社会の構築に向け，それまでの研究成果の社会還元や，高齢化社会を支える情報技術の応用
など，時代の要請に応えるためのテーマが並んでいる。SFC はこのような研究活動を，六本木
ヒルズで毎年秋に開催する「オープン・リサーチ・フォラム」において公開している。
　SFC 研究所の研究分野は，学部・大学院の構成を反映し大きく 4 つに分かれる。政策系，メ
ディア系，看護系，そして複合系である。各研究分野はさらにいくつかの研究領域に細分され
る。政策系は国際社会と金融，メディア系はメディアデザイン，インフォメーションテクノロ
ジー，先端生命科学である。複合系は地球環境，都市環境，認知身体科学とソーシャルイノベー
ションの 4領域である。これらの 4分野はさらに 10 の研究領域から構成される。
　ここでは複合系のソーシャルイノベーション領域に注目してみよう。この領域を表現する
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キーワードとして①地域社会②知的財産権③ビジネスプラン④非営利組織⑤組織，そして⑥複
雑系があげられている。この領域に対する関心のあり方は，これらのキーワードに表現されて
いるといえようが，それはまた，いまの日本社会の課題を反映しているとも考えられよう。地
域社会を例にとろう。限界集落に集約的に現れる地方の過疎化と高齢化の問題をコインの裏と
すれば，都市部への人口集中による過密化がもたらす都市問題はその表である。それは地方に
おける農業の衰退，そして農村部と都市部との住民間に所得格差をもたらし，地方の衰退を招
いている。上記のキーワードは，この問題解決に向けて非営利組織を活用した新たなビジネス
プランの開発や知的財産権を産業振興に生かそうという問題解決型の政策志向を表していると
いえよう。換言すれば，複合系において問題を十分に認識するとともに，政策目標としては，
例えば，農業生産の効率化をめざし，最新のインフォメーションテクノロジーを活用するため，
メディア系における研究成果を導入するなどの農業再生に向けた支援体制を効率的に策定しう
る研究テーマが体系化されている。SFC では，学部・大学院と研究所そして社会との間に，知
識・技術の教育・研究と社会への還元が一方向や一回限りではなく，循環し，フィードバック
するよう組織がシステム化されている。産官学連携によるオープンイノベーションは，大学内
部に社会の諸問題を呼び込み，その解決方法とそれに向けて動員すべき資源とを大学の外部に
も求めるプロジェクトを通じて，SFC をその拠点に置こうとする試みであるといえる。そして，
いわゆる文系，理系に区分されてきた従来の学問体系を，人と知識と技術の複合体に組み替え
る取り組みでもある。
　SFC 研究所の研究契約件数は 2007 年度 280 件あり，そのうち委託研究と共同研究は 194 件，
また研究者数は訪問研究者数 389 人を含み 709 人となっている。1998 年にはそれぞれ 112 件，
321 人であったので，10 年間でそれぞれ 2.5 倍，2.2 倍に増加しており，社会の需要に対応し
ていると評価が高い。
　政策志向の研究体制は 2006 年に開設された「慶應藤沢イノベーションビレッジ」にも具体
化されている。藤沢市，神奈川県，中小企業基盤整備機構と共同で，大学の研究成果を活用し，
起業家を支援するインキュベーション施設を設け，常駐のマネジャーが助言と他企業への紹介
などを行っている。将来的に資金的な自立性が見込める新事業創造を支援し，さらに継続的に
新事業を生み出すための仕組みを作ることが目標に掲げられている。2007年3月末では，ビレッ
ジ入居者は 28 団体あり，入居後法人化したのは 3 団体をあげている。そして慶應義塾大学全
体では，同じく 2007 年 3 月末で 59 社が大学発ベンチャー事業の立ち上げに成功している。
事例 3：日本工業大学専門職大学院
　1907 年創立の東京工科学校を母体とし，1967 年に工学部のみの単科大学として日本工業大
学が設置された。現在，機械システム，電子情報メディア，建築デザインの 3 学群を有して
いる。1982 年 3 月に大学院工学研究科が機械工学，電子工学，建築学の 3 専攻でスタートし，
2011 年 10 月に 1 年制の専門職大学院として技術経営研究科が開設された。同大は，現在 1 学
部 2研究科を有する工業系の大学であり，その歴史は日本の工業化の歴史と軌を一にしている。
①工学・技術の深化と普及②技術教育の理想の追及と実践③実践的技術を創造する人材の育成，
という建学の理念にも表れているように，理論を実践する技術体系として工業技術をとらえ，
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近代日本の工業化を担う人材を養成し，社会の需要に応えてきた大学である。
　技術経営研究科の開設は，高度経済成長時代に一般的であった技術の認識から 1歩踏み出そ
うという現代の中小企業の姿勢を反映しているといえよう。なぜなら，技術を技術者養成の学
習プログラムで終わらせず，技術の深化に即した体系的なマネジメントの対象ととらえようと
しているからである。技術経営（MOT; Management of Technology）とは，技術と経営の戦略的融
合による経営革新を目標とする持続的なオープンリサーチの活動を意味している。仕事の経験
とそれから得られる暗黙知を含む知見を技術者の個人的な体験に留めず，それを客観化する作
業を通して，より普遍的な考察の対象に仕立て上げるのが狙いである。注目すべきことは，こ
の研究科への入学資格は大学卒業後 5 年以上の実務経験を持ち，入学時の年齢が 27 歳以上と
いう資格要件だけでなく，高校卒業後 9年以上の実務を経験した人にも門戸が開かれている点
である。研究科開設以来の入学者の学歴を見ると，高校卒が 38％，短大・高専卒が 8％もあり，
実務経験に裏打ちされた旺盛な研究意欲を持った人たちが入学しているようである。そのため，
入学時の年齢構成も 30 代が 38％，40 代が 28％と高く，企業の中堅層が参加しているといえ
よう。
　入学試験は AO 試験であり，中堅・中小企業の経営者，CTO（Chief Technical Officer）候補者，
生産イノベーション担当者，起業家と起業予定者などに予め受験者を絞り込んでいる点も，専
門職大学院の質を保証する条件となっている。言い換えれば，技術経営とは，工業技術の体系
に経営上の評価を与えることで技術を市場価値で評価する方法でもあるといえよう。事業所数
では全事業所の 9割以上を占める日本の中小企業の中には，中小企業しかできない事業を展開
し，市場において競争優位にある場合でも，マーケティング戦略を展開するための経営学の体
系的な理解に不安があることが多い。技術者出身，いわゆる理系出身の人は，その専門分野に
おける技術の深化には関心が強いが，経営のセンスまでは持ち合わせない人は多いだろう。品
質・コスト・納期を追及し，技術の高さを誇っても収益が上がらない中小企業にとっては，高
収益を生み出す経営手法が必要となる。経営戦略を補強したいという中小企業の需要を掘り起
こし，その体質強化を支援するのが同大学院の狙いといえる。　　
　同研究科は中小企業技術経営コース，プロジェクトマネジメントコース，起業・第 2創業コー
スの 3コースで構成されている。各コース共通に財務・会計やマーケティング，知的財産など
経営系の 7科目および経済学などの知識とスキルとしての英語などの科目を履修するのに合わ
せ，コースごとに重点を置く科目が配置されている。例えば，起業・第 2創業コースでは「中
小企業とイノベーション」が基礎科目に，「ビジネスプラン」や「中小企業のネットワーク型
新事業創造」が応用科目に配置され，そのケーススタディが課せられるという履修体系である。
入学者のコース選択は，中小企業技術経営コースが 58％と最も高く，次いでプロジェクトマ
ネジメントコースが 28％，起業・第 2創業コースは 14％にすぎない。この数字の差は興味深い。
承継されてきた企業の活性化に関心は高いが，新規創業あるいは第 2創業においては，それと
は異なる技術や経営資源が必要ということだろうか。
　少子高齢社会においては，物的財貨よりも医療・介護などサービスに対する需要が増大する
ことを見越して，製造業分野での起業・第 2創業が起こりにくいという指摘がある。既存企業
の保有技術が医療・介護分野において使用される機器類の開発に転用し難い場合もあるだろう。
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長期のマクロ経済動向から需要の拡大が期待できなければ，既存の保有技術を高めながら，海
外に市場を求めるマーケティング活動が短期的には重要となる。起業から安定成長に至るまで
の時間は 5 年から 10 年を要するといわれるが，この長期投資を可能とする成長分野はごく限
られており，長期の経済動向から制約されているようである。
　さて，これまで大学発ベンチャー事業を考察するため，大学が有するカリキュラムやベン
チャー支援制度を取り上げてきた。研究教育機関である大学が保有する経営資源は，営利目的
の活動には馴染まないだけでなく，大学発ベンチャー事業に潜むリスクがその資源を毀損する
ならば，大学本来の使命である研究教育活動を全うできなくなる可能性がある。そのため起業
のシーズを大学で培養し，リスクを大学から分離する目的で事業化が行われるケースが多い。
培養と育成が切り離されるため，大学と起業家に足りない資源は外部から調達しなければなら
ず，多くの場合，資金調達とそのためのプロジェクト評価に壁があるといわれる。その一方で，
創業よりも雇用の増加に焦点を当て，労働者に対する就業支援の一環としてベンチャー事業を
支援する人材派遣会社が現れた。次にこれらの企業を取り上げてみよう。
事例 4：株式会社パソナグループ 
　1976 年大阪市北区に創設された株式会社テンポラリーセンターを前身として，株式会社パ
ソナが 2000 年に設立された。労働者派遣事業を主力事業として成長し，翌 01 年 12 月に大阪
証券取引所のナスダックジャパン市場に上場した。08 年 5 月時点で同社の資本金は 30 億円で
ある。株式会社パソナグループは 07 年 12 月に創設されたが，株式会社パソナを含む連結子会
社 38 社を有する持ち株会社である。同じく 08 年 5 月時点で同社の資本金は 50 億円，従業員
約 6000 人を擁し，売上高 2369 億円，営業利益 64.4 億円，純利益は 29.6 億円である。
　株式会社パソナグループは，人材派遣，人材紹介，再就職支援，アウトソーシング，そして
教育・研修という 5つの事業分野にグループ企業を配置し，それぞれが専門特化しつつ，顧客
の人事に関するニーズに対応するワンストップサービスを提供している。例えば，企業の海外
展開をサポートするための人材紹介事業は株式会社パソナグローバルが，再就職支援のための
人材紹介は株式会社パソナキャリアがそれぞれ主力事業としている。雇用の創出につながる新
規事業に対しても関心は高く，株式会社パソナは，中小企業やベンチャー企に対し，財務，法務，
会計などの領域で豊かな経験を持つシニア人材の紹介事業を展開している。中小企業に不足す
る経営資源は，やはり経営の領域であることがうかがわれる。また，技術指導や情報処理のみ
ならず研究開発や特許申請など，専門領域でも人材派遣のネットワークを展開している。同社
は本来の事業である人材派遣を通じてベンチャー事業の立ち上げを支援するという方法で，起
業・第 2創業に取り組んでいるといえよう。その一方で，農業のビジネス化に向けた教育プロ
グラムも行っている。「農援隊」と名付けられたこのビジネススクールは，経営学を学び，ケー
ススタディを行い，作業実習もカリキュラムに含む実践的な履修体系となっている。林業，水
産業にも IT を活用した生産工程管理やマーケティング戦略を導入し，収益を生み出す経営を
目指している。従来の 1次産業にビジネススキルを導入し，科学的な経営管理を広げるのが事
業の目標のようである。事業としての教育や起業支援は収益とリスクに制約を受けるなかで，
こうした教育プログラムが立案され実施されている事実は，経営管理などを含む広い技術と知
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識の体系が事業の成否を左右することをうかがわせる。
事例 5：株式会社インテリジェンス
　株式会社インテリジェンスは 1989 年 6 月に渋谷区外苑前に創設された。企業向けに，新卒
採用でのコンサルティング事業からスタートし，95 年 1 月に人材派遣サービス，97 年 3 月に
人材紹介サービスを始めている。資本金は 98 億円，売上高は同社の株主であるインテリジェ
ンスホールディングスとの連結ベースで2013年3月期に806.6億円，従業員数は4785人である。
同社の「総合人材サービス」事業は，人材紹介，人材派遣・アウトソーシング，人事，そして
メディアの４領域から構成されている。「DODA」や「an」などの情報誌を発行するメディア事業は，
2006 年 7 月に経営統合した株式会社学生援護会から継続した事業であり，人材派遣事業は IT
関連や製造ラインへの人材派遣を中心に，エグゼクティブからミドルマネジメント層までの市
場価値の高い人材を，大企業からベンチャー企業まで，紹介する事業をも展開している。転職
紹介は企業と労働者のマッチングが重要となるため，労働者の情報をデータベース化して企業
へ紹介するなど，情報の生産が行われる。　　
　一方，製造業請負サービスでは，企業の生産工程を代行し，当該企業の生産コストを削減し，
組織の最適化を実現するという。労働者を派遣する企業の業種では電子部品，自動車部品，精
密機械，食品などがあり，生産工程別では組み立て，検査・検品，梱包などの作業が多い。同
社が労働者を派遣するに際し，労働者に対して社会保険の加入や労災防止のための安全衛生管
理と教育を実施するだけでなく，派遣を受け入れる企業の業務遂行に合わせ，労働者へのモニ
タリングを行うなどのフォローにより，派遣事業の質を保証している。同社でも，ベンチャー
企業との接点を，財務や経営戦略策定など，経営の中心業務を担うエグゼクティブ層の派遣に
求めており，起業のシーズは技術であり，技術の市場化に経営管理は不可欠であるという一般
的な認識を表しているといえよう。
事例 6：株式会社アルトナー
　1953 年 8 月大阪市北区に青写真焼き付けを業務とする有限会社関口興業社が創設された。
　日本では高度経済成長が始まるころ，同社は機械設計の制作や製図トレースの業務へと進出
し，62 年 9 月に株式会社大阪技術センターを設立した。98 年 4 月に株式会社アルトナーに社
名を変更し，07 年 10 月にはジャスダック市場への上場を果たしている。同社は，上記の株式
会社パソナと同じく人材派遣業を事業としているが，産業技術の分野においても開発業務に特
化している点が特徴である。機械設計，電子・電気設計，ソフトウェア，そして化学・バイオ
系の 4領域をカバーし，設計技術者の派遣と顧客からの設計依頼を受託し開発にあたる請負業
務とを行っており，12 年 4 月時点で資本金 2.37 億円，売上高 37 億円，従業員は 700 人である。
　同社の事業は，先端技術領域における開発業務を，大手企業の要請による人材派遣という形
式で支援する業務内容であるため，技術者の知識とノウハウを高めるための教育プログラムが
重要な経営資源となっている。したがって，技術者への教育投資が同社の収益に，そして技術
者の所得に反映するので，同社と技術者の間に長期契約のインセンティブが働く点が，単純作
業に労働者を単発で派遣する人材派遣とは大きく異なっている。技術の発展と深化に対応しう
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る技術者の育成を通じて社会の需要に応えようという経営戦略は，教育研究機関である大学に
示唆する点がある。同社の 07 年のパンフレットには化学・バイオ系の研究開発はカバーされ
ておらず，機械設計開発など 3領域のみであった。それが同社の第 4の領域となった背景には，
医学生理学分野における研究蓄積が治療や創薬につながるとの期待が高まりつつあるという事
実があり，化学・バイオ系の研究開発の活気を反映しているようである。
　さて，同社の教育プログラムである。「縦に深まる力」と「横に広がる力」という 2つのキー
ワードで表現される T字型の能力開発とは，技術者それぞれが持っている専門分野における知
識とコミュニケーション能力を深め，専門分野から関連分野へ広がる知識とノウハウを広げる
ことを意味する。一般研修からから始まり，基礎研修，応用研修を経て配属が決まり，その後
も専門別階層別に技術研究分科会へと続く能力開発プログラムが用意されている。そこで使用
される独自に開発された実務教育用のテキストは，単純から複雑へ，単線から複線へと技術知
識が配置され，見通しのきく構造で記述されている。このテキストは大学の理工系学部でも活
用されているという。それと並行して技術者に資格取得を支援するプログラムもあり，まさに，
技術系スペシャリストの養成機関といえる。
２．考察
　大学発ベンチャー事業の視点から，3 大学の創設の理念やカリキュラム編成を，また，起業
やベンチャー事業支援の視点から人材派遣会社 3社の業務と教育プログラムを取り上げた。起
業家の強固な意志が行動に表現されたときからベンチャー事業は始まるというが，一個人の意
志だけでは事業に形を与えることはできない。製品やサービスを生産するためのコアの技術や
ビジネスモデルを事業化するためには，人材や資本とともにモデルを運営する経営戦略や管理
技術が必要である。創業時にこれらの経営資源のすべてが用意されている場合は少ないが，起
業のシーズとなるのはコアの技術やビジネスモデルを構想するアイデアであり，関連技術も含
めてその他の経営資源はアウトソーシングが可能といえるであろう。3 大学の創設の理念やカ
リキュラム編成は，社会問題や社会的需要への対応のため，そのアイデアをどのように生み出
すかというテーマを学生に意識させる体系になっているといえよう。
　既存の大学においては，大学初年時の導入科目から基礎理論の習得を経て応用理論へと展開
され，例えば経済学方法論など社会科学系の方法論は，応用理論を学習するころに選択科目と
して位置づけられていることが多い。基礎理論からその応用の段階まで，分析方法はマクロ経
済学あるいはミクロ経済学の体系のなかに組み込まれているので，こうした配列は妥当ではあ
るが，学習者がどの程度に分析方法に習熟できるかは，学習者の関心とともにその分析方法を
どの程度意識した授業内容になるかに依存するため，方法論はカリキュラムには明確に現れる
ことはないであろう。ビジネスモデルを生み出すアイデアを事例研究から学習しつつ，それを
分析するための理論を用意するという考えは一般的である。基礎理論から応用理論を十分に理
解する一方で，既存の理論にとらわれず，現実社会の問題に向き合うために理論の体系を批判
的に考察する視点も必要かもしれない。
　JAIST の先端科学技術研究は国内最大級の情報システムを備えた実験機器設備によって支え
られている。国立大学のなかの拠点大学と同様にスーパーコンピューターを設置し，Source 
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Frage のミラーサーバの拠点であるだけでなく，遠隔操作で実験を可能とする StarBED などの
ネットワークシステムを持っている。また RING サーバや FTP サーバは東アジアにおいては最
大規模を誇るといわれる。先端科学技術の研究成果を生かせる場所は，JAIST と同じ設備を備
えた大企業に限られてしまうからであろうか，入学者にも社会人が多く，また前期課程修了者
の 7割以上が東芝，日立などの大企業に就職をしている。
　地域振興の観点から見ると，大学の立地条件により大学が研究開発する適当な技術は異なり，
地方都市であればミドル・テクノロジーないしロー・テクノロジーが適当であろうと予想する。
なぜなら，技術レベルが高いほどその開発に要する資金額は大きく，ミドルないしロー・テク
ノロジーであれば，地方の大学とベンチャー企業は，地域社会に賦存する人材と資金の調達が
容易になるからである
3)
。また，融資などを通して資金を供給する地域の金融機関にとってもリ
スク評価が容易であるからだ。換言すれば，先端科学技術を研究の対象とする大学院レベルの
研究機関からは，地域振興につながる大学発のベンチャー事業を立ち上げる誘因は小さいかも
しれない。
　最近，クラウドファンディング
4)
に関心が高まっているが，日本ではまだまだ事例が少ない。
リスク回避的な日本の銀行行動を前提にすれば，先端科学分野における研究・開発から立ち上
がるベンチャー企業はハイ・リスクであり，したがって，地方銀行優位の地域社会においては，
先端技術を持つベンチャー企業を，地域振興を目的に誘致することは難しいといえそうである。
翻ってみれば，大学の専門分野とその資源，そして，それが立地する地域社会とその資源が大
学発ベンチャー事業の成否を左右すると思われる。
　3 企業それぞれに中小企業や起業家に対する支援として人材派遣事業を行っている。株式会
社アルトナーは他の 2社より特化した事業内容となっている。株式会社の収益は絶えざるコス
トの削減を必要とするので，同社は，派遣労働者への投資がそれ以上の収益を生み出すよう市
場での優位なポジショニングを確保する戦略を取っているといえよう。前述した企業と従業員
が長期契約を結ぶようインセンティブを与える雇用条件も奏功してのかもしれない。アウト
ソーシングが一般的になるにつれ，市場における競争が厳しくなるならば，教育プログラムは
コスト要因になると思われる。収益構造を見直し，次のビジネスモデルを構想するだけでなく，
安定した需要を確保するため顧客に向き合う経営と企業理念の深化が重要かもしれない。
　例えば，1971 年に米国シアトルに開業したスターバックスコーヒーは，Howard Schultz が
1987 年にスターバックス・コーポレーションの最高経営者に就任し，独自の経営理念に基づ
く事業を展開し始めてから，その業績が伸長したといわれる。日本では 1995 年にスターバッ
クスコーヒージャパンが設立された。2000 年代半ばから人口増加率がマイナスになり，高齢
社会を本格的に迎えた日本において，同社の売上高は 2010 年の 970 億円から 13 年には 1165
億円へ 1.2 倍に増加し，純利益は 2010 年に 33 億円，13 年には 53 億円と 1.6 倍に増えている。
顧客に安らぎの空間を提供し，喜びを与えることを信条とし，そのために商品，店舗，接客サー
ビスなどに行き届いた配慮をするのが，同社の経営理念である。洗練された接客サービスを可
能にするのは従業員教育であるが，それにも独自性がみられる。外食産業や小売業では，アル
バイト従業員を多用するため，細かな接客マニュアルを用意することが多いが，同社ではその
接客マニュアルがなく，従業員のホスピタリティを高めるためいくつかの工夫が用意されてい
－ 39 －
大学発ベンチャー事業立ち上げと人材派遣会社の教育プログラムに関する考察（今野）
る。その 1つめが表彰制度である。店内の従業員同士が投票を行い，高得点を獲得した従業員
を表彰する制度である。店内の融和と競争を促し，従業員のモチベーションを高める制度でも
ある。また，アルバイト従業員にもストックオプション制度の利用が認められ，同社の業績が
従業員の報酬に連動することによって，従業員の勤労意欲を引き出し，接客への意識を高める
ように働いている。
　本稿で取り上げた 3企業とも創業時から絶えず自社の企業理念を問い続けてきたという。
　その理念を社会で実現するためには，それが自社のみならず社会にも共有され，それを実現
する活動として事業を展開するようオープンイノベーションを持続することが社会から求めら
れている。オープンイノベーションは知識，技術，組織の創造であり，外に広がる志向性を持
ち，閉鎖系ではない。大学における研究教育も同じであるといえるだろう。3 大学ともそれを
実践しつつあり，それに対する社会の評価が教育市場における競争を強めるように働くと思わ
れる。
おわりに
　本稿では，大学発ベンチャー事業の視点から，3 大学の創設の理念やカリキュラム編成を，
また，起業やベンチャー事業支援の視点から人材派遣会社 3社の業務と教育プログラムを取り
上げた。どちらも，社会問題や社会的需要がまず存在し，その発見から解決策を探るプロセス
の中で理論的な整理を行うという手順を取るようである。企業ならば需要の掘り起こしは営業
活動を通して可能であるし，大学ならばオープンリサーチの体制作りが必要であろう。ともに
社会問題や需要に関する情報生産の場を外部に求めている。人材派遣事業は絶えず社会の需要
の変化にさらされており，情報の生産から業務へと展開している。そして，各企業とも IT 関
連企業への人材派遣業務を行っており，業務遂行のプロセスを通して，自社の情報生産システ
ムの効率化を果たしているようである。売れない製品を作り続けて在庫の山を抱える中小企業
には，この情報生産の効率化が必要である。同様に，大学の改革は統制管理の強化であるより
は，情報生産の活性化を目指し，国内・海外へ開かれた大学を作るため，人材交流を促進すべ
きであると思われる。
　起業や第 2創業，大学発ベンチャー事業の立ち上げには，起業のシーズとなるコアの技術や
ビジネスモデルの構想が必要である。事業に関する情報の生産と発信が行われ，事業化に向け
た構想，インキュベーションを経て，その市場価値を評価し，起業資金を入手するまで，いく
つかの段階があり，その過程にはさまざまの経営資源の供給も必要である。雇用の創出につな
がる新たな産業の創生に向けて，社会的に効率的な支援体制を作るためにはワンストップ型の
それが今後必要となるかもしれない。
　本稿で取り上げた大学と企業は日本に本拠地を置いている。国内ではクラウドファンディン
グによる資金調達にも最近関心が高まっており，日本の大学発ベンチャー事業へ今後どのよう
な影響を与えるのか，関心がもたれる。それが定着した米国など諸外国との比較を通して，起
業における最大のネックとなる資金調達にどのような変化が生じるのか，次に取り上げてみた
い。
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　筆者が各大学主催のフォラムに参加し，各企業を訪問したときには，それぞれ関係者の方々
から多くのご教示を頂戴しました。この場を借りて感謝申し上げます。
〔注〕
 1）　人材派遣会社の違法行為は，例えば 2008 年 7 月のグッドウィル廃業や，同年 8 月に厚生労
働省がフルキャストに対し事業停止を命令した事件などがある。労働者派遣法違反に当たる港
湾荷役などへ日雇い労働者を派遣したとの理由である。
 2）　SFC 研究所のほかに慶應義塾には，産官学連携活動の拠点として先端科学技術研究センター
（横浜市），総合医科学研究センター（東京都），先端生命科学研究所（山形県鶴岡市）などが
ある。これらの研究機関は 2003 年に設立された総合研究推進機構に組織化された。同機構は，
SFC 研究所を支援する湘南藤沢研究支援センターなどから構成される①研究支援センター，②
研究推進センター③インキュベーションセンター④先導研究センター⑤知的資産センターの 5
センターと⑥研究倫理委員会⑦知財調停委員会の2委員会で構成されている。この組織構成は，
知財，起業，社会貢献を目標に，それを戦略的に推進する体制の整備が重要であることを示し
ている。
 3）　1 次同次の生産関数を仮定すると，高すぎる技術レベルは企業に必要以上のコストを強いる
ことが理論的にも明らかである。例えば室田〈1985〉を参照。
 4）　クラウドファンディングは 2008 年ごろから米国において広がり始めた。世界での資金調達
額は 2013 年に 51 億ドルと予想されるが，北米と欧州で 95％を占めている。事業分野は映画や
音楽ソフトから食品開発・販売や社会的弱者支援などに及んでいるという。（『日本経済新聞』
2013 年 10 月 23 日号）
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